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【要旨】未婚化の唯一の直接的要因は，男女の賃金等の格差の縮小であ

る．それは，近年みられる未婚化の停止を説明するなかで明確

になる．すなわち，男女格差縮小は，未婚化をもたらすと同時

に，結婚の形を「分業」から「共働き」へ変えた．後者が主に

なると，もはや，格差縮小は未婚化に寄与しなくなる．  



✍未婚化の要因は，なぜ，いつまでもハッキリ・スッキリしないのか？ 

 （社会学では「マクロ経済説」が主流か…？(山田 1994,2005）(加藤 2011)etc.） 

※１ 

☞根本的なアプローチに問題がある．代替的方針を． 

 

Alt.1 一般理論を演繹的に適用し，未婚化という“現象を説明”しよう

と努めよう． 

 

Alt.2 男女両性の人口構造を同時に統制する必要に気づき，それを実行

しよう． 

 

Alt.3 一方向に単調に変化し続ける時系列データを被説明変数とすると

き，どう分析すべきか，虚心に考え直そう． 

  



Alt.1 任意の未婚男女 iと jは，各々が未婚を続けて見込まれる利益

の和より，結婚後に見込まれる２人の総利益が大きいなら結婚する．と

いうのも，各々，結婚後に夫妻に配分された利益のほうが未婚でい続け

る利益より大きくなり得るからである．※２ 

 

女 i が未婚のままで                  妻への配分 

見込まれる利益         iと jが結婚して   2 

                  得られる総利益 

                                   <    5 

夫への配分 

男 j が未婚のままで                    3 

見込まれる利益                                     

✍結婚の総利益には，男女各人の賃金・分業の利益・分業以外の利益等

が含まれうる．５－（１＋２）＝２を「結婚の純益」と呼ぼう． 
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✍図示.結婚の一側面=男女が将来にわたり行動を調整しあい利益を得る

約束．分業（夫は出世・妻は子の教育に特化等）や子供を持つ益

等々．それは家事分担などを通じ夫婦間で再分配される． 
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Alt.2 ふつう被説明変数にする「男女別
．．．

の結婚指標」は，「結婚相手
．．

人口の大

きさ」に影響されるため，個人の結婚行動の変化は捉えられない． 

≪例：30 歳女性の初婚率はどう決まるか？≫ 

☜例えば，30 歳女性の初婚率

は，30 歳未婚女性の人口だけ

でなく，29歳・30歳・31 歳な

どの男性未婚人口にも依る． 

✍だから未婚化要因の探求で両性  

人口の同時統制は不可欠． 

✍男女各歳の組ごとに、その結婚

数を、男女両性の人口で同時に統制した“成婚指標 kij”を創らなければな

らない．再び Becker理論を独自に単純化した結婚市場モデルを基に， 

kij = 𝒍𝒐𝒈
𝑵𝒇𝒊・𝑵𝒎𝒋

(𝑵𝒇𝒊−𝒎𝒊𝒋)(𝑵𝒎𝒋−𝒎𝒊𝒋)
 = 結婚の純益  （説明略）※３ 

29 30 31

Pm・29 Pm・30 Pm・31

N m ・ 29 N m ・ 30 N m ・ 31

初婚件数 m m ・ 29 m m ・ 30 m m ・ 31

30 P f・ 30 N f・ 30 m ｆ・ 30 m 30×29 m 30×30 m 30×31

35 P f・ 35 N f・ 35 m ｆ・ 35 m 35×29 m 35×29 m 35×29

年齢

年齢別人口
（男）

未婚人口

（女）



✍上で，i 歳女と j 歳男の１組における成婚指標 kijを考えた．そこから，「i 歳

の女と全年齢の男」や「j 歳の男と全年齢の女」についても，同様に“両性

の”成婚指標 Ki·と K·j とを，男女各歳について算出する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

✍例えば，上図で，K i·=(1/n)( ki1 + ki2+ ki3 + … + kin)のように，単純に平

均をそれとして定義すると，先と同様に，K i·=「i 歳女の結婚の純益」が成

立する．（説明略）※３ 

1 2 3
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初婚件数 m m1 m m2 m m3

1 2 3

i P fi N fi m ｆ i i m i1 m i2 m i3

i+1 P fi+1 N fi+1 m ｆ i+1 i+1 m i+11 m i+12 m i+13 …
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 ✍こうして，男女“別”（「i 歳女×全年齢男」と「j 歳男×全年齢女」を女／

男各歳で算出）に成婚指数を求め，改めて未婚化を確認する．※４ 

 

①未婚化は 05年まで着実に進行し 05-15年は停止．／ ②それは男女

の形状が同一化するプロセスと表裏．／ ③それは，女性の 25歳前後

を頂とする“山”が後退しつつ，分散を大きくした変化の帰結． 



✍ちなみに… 男女両性の人口を同時に統制しないときのデータは次． 

 

 

 

 

 

 

 

 

✍👆大まかな推移=「05年まで未婚化そ

の後停止」は変わらない． 

✍「妙な尖り」は，丙午女性の相手男性

はさほど減らないため．✍「反-未婚化」は，少し上が団塊で男性人口

が多いため（と推測）．…相手人口無統制による極端な「歪み」の例． 



✍戻って…，出生コーホート別にみる． 

 

 

✍両性人口を統制すれば，男女とも，山の頂点をつなぐ曲線は滑らかに落

ち，その延長として近年の未婚化の停止があるーと分かる． 

 



Alt.3 未婚化は 30年も滑らかに続いた
．．．

劇的変化．だからその要因について， 

 

①様々な要因が関連しあうなかで，これだけ長期にわたり同じ方向への，継

続的で滑らかな変化が形成されたとは考えにくい． 

②ゆえに，未婚化の要因は，当該期間に並行して生じた，同様に，一方向的

に変化
．．

し
．
続け
．．

た
．
「何か」に求められるはず． 

③そして，そのように長期的・劇的に変化した「何か」が，我われに未だ周

知されていない「何か」ということはなかろう． 

―というのは自然で健全な推論と思う．そう考えると，未婚化の要因

の候補は限られている． 

 

⇒先のグラフでみた②と③は，職業生活での男女差の縮小との関連を示唆． 

⇒ずっと以前から指摘されている未婚化の要因の１つに「賃金などの男女の

労働条件格差の縮小」がある．※５ 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

※6 

✍各時代の「平均的男女ペア」そし 

て「分業婚」の極例を考える．男

女格差の縮小は，比較上の結婚の

益を減らし，未婚化をもたらす． 
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✍ゆえに，未婚化の唯一の
．．．

直接的要因は，「賃金などの男女の労働条件格

差の縮小」である．（他は間接要因や随伴現象．） 

 

✍しかし，２つの疑問． 

 

①確かに 25歳前後を頂点とする女性の未婚化は顕著だが，男性も未

婚化が進んでいる．「唯一」は言い過ぎではないか？ 

 

②男女格差の縮小は 05-15年の間も進行した．また格差は 15年時点

でも残存している．先の図の，05年からの未婚化の停止および男女

の形状の同一化の達成，と矛盾するのでは？ 

 

 

  



✍①は，結婚を理論的に把握せず，男女別個の行動として曖昧に思考す

るため生じる疑問．結婚は，２人が将来の行動を調整し合う約束によ

って「２人の」益を得ようとするもの（と仮定できる）． 

 

（先の表を「行」に沿って見よ） 

25 歳女の成婚指数 K 25·=(1/n)( … + k25,24 + k25,25 + k25,26 + … ) 

                     =(1/n)(「25歳女の行の各セルの結婚の純益」の和) 

であり，K 25·の値の低下は，k25,24 , k25,25 , k25,26 等々の各セルの成婚指数の

低下を意味する．（それは，また，各セルの結婚の純益の低下も意味する．） 

 

（先の表を「列」に沿って見よ） 

このとき，k25,24を含む 24歳男の成婚指数 K ·24 や，k25,25を含む 25 歳男

の K ·25，26歳男の K ·26 等々がいくらか低下するのは当然である． 

 



✍②について． 

 

①「共働き婚」の総益は「未婚男女賃
金」に少し上乗せだけ．ゆえに「分業
婚」が主流．男女格差縮小は結婚純益
減らすから未婚化．同時に「分業」か
ら「共働き」への転換が進む． 

 
②05 年前，「女賃金=男賃金」とならな
くても「女賃金＝分業益」の時点で分
業・共働きは半々．結婚の純益は「上
乗せ分」だけ．未婚化は極に達する． 

 
③以降は男女格差が縮小しても，「共働

き婚」では結婚の純益は“上乗せ分”
の一定であり続けるため，分業婚から
共働き婚への転換はさらに進むけれ
ど，未婚化は停止する．  
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✍いうまでもなく，「分業婚」・「共働き婚」は説明のための極例で，現

実には両者の間に位置づけられる結婚生活の諸類型があると考えられ

る．しかし上で述べた方向での変化は観察可能であろう． 

 

✍（この理論=モデルは間違いかもしれない．） 

以上から，人口構造に由来する多少の揺らぎはあろうが，今後しば

らく未婚化は進まず，今の低い水準が維持されると予測する．すなわ

ち，未婚化というプロセスは終わった． 

近い将来，「戦後最長景気」後の不況のなかでーこれまでの経験から

すればその期間も男女賃金格差は縮小する－再び未婚化が進行するな

ら，上記の理論=モデルは反証
．．

される． 

 

 
 

  



※１ 報告者自身の経験でいえば，以前，要因分解法により，75 年-90 年の女子未婚化の数割ずつが，女性の高学歴化，ホワイトカラー化など

で説明できることを明らかにしたが，「未婚化が説明された」という感が全く持てなかったということがある（神山 1994）．なお，一般的に

考えられる未婚化・晩婚化の要因，あるいは戦後わが国のそれについて，研究をレビューした論文は非常に多い．比較的早期のものとして

（阿藤 1990）や（安蔵 1994）が挙げられる． 

※２ このシートにある内容のロジックは，（Becker 1973）を基にしている．ただし，Becker結婚理論におけるこの種の数値は家庭で生産され

る Outputを意味する．ここでは，協力ゲーム理論における譲渡可能効用のような，もう少し緩やかなもの―理論的厳密さは犠牲となっても

―を想定している． 

なお，以降の内容について，（Becker 1973）の踏襲点は，主に２つある．１つは，結婚の利益が夫婦での分業によるという点．もう１点

は※３で記すが，「結婚市場」の考え方である． 

※３ 報告時間の都合で上記のことが導かれる根拠やプロセスについての説明を略す．以下の報告では，それについて説明している．

https://media.toriaez.jp/q1146/927658619244.pdf 

なお，次の点は補足する．第一に，両性人口を統制する問題自体は Beckerが取り上げたのではなく，むしろ，人口学における伝統的な

難問と関連していること（これについては（稲葉 1997）等を参照せよ）．両性人口の統制は，「男女両方の人口で除す」「幾何平均で除す」

等の簡単に思いつく方法によれば，容易に矛盾を示せること．  

※４ 各年『国勢調査』および『人口動態統計』より報告者作成．なお，夫妻とも初婚の数字を使用． 

※５ 結婚一般についてこれに注目した最初は，やはり Becker であろう．わが国の未婚化に関連させて論じた最初は探索中だが，早い時点で

「機会費用の増大」など類似の発想・表現でこの要因について語られていたのは確かであり，内閣府『平成 16年版 少子社会白書』でもそ

の後が使われている．比較的近年の影響力ある論文（McDonald 2000）では家族内外でのジェンダー平等のギャップが超少子化を生み出すと

主張している． 

※６ 各年『賃金構造基本統計調査報告』より報告者作成．https://www.stat.go.jp/data/chouki/19.html 
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